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※ 決算額の単位は、全て千円。

※ 桑折町の早期健全化基準及び財政再生基準（各比率連記）

・実質赤字比率 15.00%　―　20.00%　

・連結実質赤字比率 20.00%　―　30.00% F
・実質公債費比率 25.0%　　―　35.0%

・将来負担比率 350.0%　―　なし　

※ 桑折町公営企業の資金不足比率に係る経営健全化基準　　20.0% ｳ 水道事業　 967 下水道事業　　140,278

実質公債費比率―

―

3,403,467

%

%

133,881
一部事務組合等の起こした地方債の償還の財源に充てたと認められる補助金又は負担金

11.4

3.6

j

一般会計等

実質収支

連結実質赤字比率

充当可能基金年度末現在高

特定の歳入見込額

401,567

74,777

分
　
　
　
子

0

3.6%

0

3,056,123
10.13333%

災害復旧費等に係るもの

事業費補正により算入された公債費

2,932,754
11,800

4,262,878

0
0
0

0
0
0

347,344

309,687―

資金不足比率

25,725

(水道)事業の規模

連結実質赤字額

組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等負担見込額

設立法人の負債等に対する一般会計負担見込額

比率は、
資金の不足額/
事業の規模×
100
により算出

事業の規模＝
営業収益の額－
受託工事収益の
額

※資金の不足額
がないため「－」

決算額 単年度実質公債費比率　　C／D×100

一般会計等の地方債年度末現在高

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの

一時借入金の利子

%

%

0

242,479

標準財政規模

81,066

235,774
1,310,905

退職手当支給予定額のうち一般会計等負担見込額

11.57511%
11.4%

4,290,065

843,393一部事務組合等の起こした地方債の元金償還に対する一般会計等負担金見込額

債務負担行為に基づく支出予定額

450,712

標
準
財
政

規
模
の
内
訳

標準税収入額等

普通交付税額

臨時財政対策債発行可能額

連結実質赤字額　　⑴～⑺の計

標準財政規模

445,641

実質赤字比率　　①＋(②＋③)／④

区　　　　　分

0

3,403,467

5,071

※連結実質赤字額は、赤字の場合は正数、黒字の場合は0と表示

445,641
5,071

公共下水道事業特別会計

事業繰越額

標準財政規模

68,230

健
全
化
判
断
比
率

実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

将来負担比率

決算額区　　　　分

連結実質赤字比率　　A／B×100

資金の不足額(負数)又は剰余額(正数)

公営企業会計以外の特別会計

一般会計

水道事業会計

法適用企業

法非適用企業

87,896
0

90,601
25,806

福島県伊達郡桑折町

実
質
の

繰上充用額

決算額

3,051,020

実質公債費比率(３ヵ年平均)

分
　
　
母

3,056,123

標準財政規模
110,541

85,328

支払繰延額

34,673
0

245,051

分
母

平成３０年度決算に基づく

健全化判断比率等の状況
（令和元年度公表）

30決算額

395,785
0

141,245

29決算額

410,851

132,232

233,975
96,410
26,260

68,767

区　　　　　分

公債費充当一般財源等額(繰上償還額・満期一括償還地方債の元金分は除く)

満期一括償還地方債の１年当たりの元金償還金(年度割)相当額等

28決算額

密度補正により算入された元利償還金及び準元利償還金

実質赤字比率

56,211

(下水道)事業の規模

309,899

412,879
0

130,310

分
　
　
　
子

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰出金

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額

キ～コの計

245,051

将
来
負
担
額

赤
字
額

1,628,422

後期高齢者医療特別会計

介護保険特別会計（保険事業勘定）

270,219

国民健康保険特別会計（事業勘定）
131,348

1,584,253
190,792

3,403,467

3,403,467

270,219

360

637,836

公営企業債の元金償還に対する一般会計等負担見込額

充
当
可
能

財
源
等

公立藤田病院組合　44,085

伊達地方衛生処理組合　12,120

伊達地方消防組合　29,123

社会福祉法人借入金償還補助　2,524

堰向工業団地売却損失補填　229,753

伊達崎排水場発電機補修　1,953

下水道事業　1,296,067

30年度実質公債費比率及び将来負担比率の主な項目の内訳

震災援護貸付金償還金　11,800

b

災害復旧費等に係るもの

c

d

ｵ その他(損失補填含む）　32,087

利子補給　62

水道事業　14,838

伊達地方衛生処理組合　90,574

伊達崎排水場ﾓｰﾀｰ等補修　4,068

将来負担比率　　E／F×100

76,568

将来負担比率

358,886356,645
3,108,114

区　　　　　分

ス－セ

12.52181%

将来負担額(a～hの計)－充当可能財源等(i～kの計)…実質的な将来負担額

標準財政規模(l)－基準財政需要額算入公債費等(m～oの計)

ｴ

基
準
財
政
需
要
額

算
入
公
債
費
等

事業費補正により算入された公債費

密度補正により算入された元利償還金及び準元利償還金(地方債の元利償還額を基礎としたものに限る)

伊達地方消防組合　217,769

3,464,759

公立藤田病院組合　535,050

(地方債の元利償還額を基礎としたものに限る)

353,159
3,409,906

76,568

389,192(ア～カの計)－(キ～ケの計)…実質的な公債費

25,725


